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he Journal of P
easant Studies ） 』
に寄稿している研究者やオリビエ・デ・シューター（前国連特別報告官［食料問題担当］ ）のような知識人、また非政府組織 ＮＧＯ）や市民団体は、土地収奪を解決策ではなく、開発への「脅威」とみなしている。土地収奪は資源（主に土地と水）の管理をめぐって投資家と地元住民の間に対立が生じ、住民の立ち退き 生活手段の喪失をもたらす結果、貧困および食料安全保障が悪化することになると彼らは主張する。また 森林開拓その他の活動により環境コストが高くなる可能性があ として、土地収奪に批判的である。　
本稿では農業目的で取得された
マダガスカルの土地 注目して、発展途上国では大多数の住民が農地などの自然資源に頼って生活を維持していることを考慮しながら、土地収奪が住民の生活にど よう




















に関心を寄せているのがアフリカ、ラテンアメリカ、東ヨーロッパ、東南アジアの発展途上国であるこれらの国々は「受入国」と称される。 「投資」国はヨーロッパ、インド、東アジ 、湾岸諸国の国であることが多い。興味深いことに、アメリカ カナダ、ブラジル、中国、南アフリカ オーストラリ
アのように受入国でも投資国でもある国もある。　
数ある発展途上国のなかでも、







〇万ヘクタールの土地の確保を図った二つの事例は、サハラ以南のアフリカで最大かつ注目に値する土地収奪である。二〇〇八年、大宇はマダガス ルの現在の総耕作地の三分の一を上回 一三 万ヘクタールの耕作地を、またバルン






















いる。私有地では、投資家は民間同士の土地取引を通じて土地の使用権を有している。問題が生じるのは非占有地を利用する場合である。法律で定められたところによれば、五〇ヘクタールを上回 土地取引については、土 の合法的許可または権利を中央政府から受けなければならず、また事業計画の承認や環境影響評価などさまざまな条件がつけら る。企業が土地に関する法令を十分理解していないか、あるいは法令を無視して地方当局と非公式な土地契約を結んでいることは明らかになっている。しかし、ひ たびプロジェクトを立ち上げた土 の法的権利を取得していないことに気づき、その土地が実際には他者によって占有されていることがわか と、多くはそ をあきらめる。たとえば、プロジェク で利用され土地の六七％には季節によって牛の放牧が行われる牧草 （草地）が含まれ、七％ 農民がすで 利用している（参考文献⑧） 。　
断念されることなく現在も実施




培されている。 プ ジェクトを合わせた土地の総面積はおよそ二一万七〇〇〇ヘクタールだが、耕作されているのはわずか二％にすぎない。これはどの投資企業もプロジェクト 実施している土地の法的権利を取得し おらず、十分な投資をためらっていることが理由としてあるのではないかと思われる。●土地収奪による影響　
マダガスカルの場合、これが最
近の動きであることを考えると、これらのタイプの土地取引のはまだ不明だが、いくつかのリスクと便益があることは明らか なっている。リスクとしては主に二つが挙げられる。第一に、こうしたプロジェ トは長期的な環境悪化をもたらす可能性がある。なかには伐採（果樹を含む）により土地を切り開き、法律で義務づけられた環境影響評価が完了しないまま灌漑用水をくみ上げている（地元住民の生活 及ぼす）企業があることもわかっている。さ
表１　　マダガスカルで実施中の大規模農業投資プロジェクトの概略（2014年）




（Tozzi Green） イタリア 2010 ヤトロファ* 100,000 2,000 イオロンブ（Ihorombe）（南西部） 種子輸出






2008 ヤトロファ 18,000 200 ブエニー（Boeny）（北西部） 種子輸出
グローバル・グリーン・オイル






油糧種子 15,000 150 ブエニー（Boeny）（北西部） 種子輸出
ジェイ・オイルズ（J-Oils） 不明 不明 ヤトロファ 10,000 20 ディアナ（Diana）（北部） 種子輸出
ヤ ト ロ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ
（Jatro Solutions）、グリーン・
アイランド（Green Island）
ドイツ 2007 ヤトロファ 3,000 420 ヴァトヴァヴィーフィトヴィナニー（Vatovavy Fitovinany）（南東部） 種子輸出
スコマ（SUCOMA） 中国 不明 サトウキビ 10,000 20 ディアナ（Diana）（北部） 不明
グリーン・コー（Green Co） 不明 不明 サトウキビ 5,000 80 ベチボカ（Betsiboka）（北西部） 不明
GPAS インド 2009 トウモロコシ 6,000 262 ディアナ（Diana）（北部） 穀物輸出











トを実施している すべての企業が地元政府に税金を払っており、地元政府の予算が一〇～三〇％増加している。また企業が、学校および病院の建設など社会的責任活動を通じて コミュニティを支援していることもわかっている。学校の教師に研修を行ったり、地方に道路を建設したり、地方電化プロジェクトを実施したりする企業もあ さらに、企業は自社の従業員に鋤などの農具を貸し出したり、相談サービスおよび肥料・農薬・除草剤などの投入品までも提供 て、自給自足のための農業支援を行っている。●結論　
土地への投資が貧困や食料安全





た。これは受入国の権利・生活・資源を尊重した責任ある農業投資を行う め、投資家の指針となる任意で遵守されるべき原則である。行動規範はマダガスカルの法律を補完・強化するもので これにより外国からの投資が促進されるとともに海外の投資家 保護される。マダガスカルの法律に 地元住民の権利を保護することや、投資による生物多様性への影響を緩和する条項も含まれている。には法的拘束力はないが、投資家と受入国がいわゆる「双方にメリット」をもたらす関係を築くのに役立つことを目指してい 。　
行動規範およびマダガスカルの
法律を使って、我々 マダガスカルでも他の場所でも「双方にメリット」をもたらす関係に寄与できる四つの枠組み 提案したい。それは、①投資家は当該投資により利益を得られる、②土地をめぐる対立がない すなわち地元住民および投資家の土地に関する権利が保護される、③プロジェクトの環
境フットプリントが軽減または相殺される、④労働者に提供される社会的、および経済的条件は最良のケースに従うとともに、社会経済的便益が全体として ロジェクトの総費用を上回る、である。　
この枠組みをマダガスカルで進


























 留意すべきは、このグループが「土地収奪」という用語を用いていないことである。代わりに「農業への海外直接投資」 「農業投資」 「農地取得」 どの用語を用いる。
⑷
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